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２つの評価文化

２．原課型（スペシャリスト） ⇒プログラム評価、事業

（プロジェクト）評価 目立たないがちゃんとやっている

政策官庁型、◯◯政
策課もあるが．．．
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１.官房・総務型（ジェネラリスト）⇒マネジメント

目標管理型パフォーマンス測定、独立行政法人評価

ＰＤＣＡの活用、上からの管理

公会計制度を前提とする行政評価も地方公共団体にある



本
日
の
参
考
文
献
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山谷清志「地方分権改革と財政危機の自治体評価－２０
年のレビューから」、日本評価研究、2016年８月号。



地方自治体の評価 歴史

1. 地方分権改革と「カイゼン」

2. 政策評価の登場

3. 行政評価としての普及

4. 評価の氾濫

5. 新たな評価 地方創生、国土強靱化

6. ＰＤＣＡ 短期間に収斂、「ガラパゴス化」
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１．地方分権改革と「カイゼン」

• マクロの地方分権改革と、経営の能率
を追及するミクロの改善が混在

• 行政経営品質向上運動、国際標準化機
構ＩＳＯ９００１（品質改善）と１４００１（環
境保全）

• 「経営カイゼンがイノベーション」ムード
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• 2001年４月に就任した小泉純一郎首相

• 経済財政諮問会議の「今後の経済財政運営
および経済社会の構造改革に関する基本方
針」（骨太方針2001）

• 地方財政計画の歳出の見直しを求め、地方
財政の健全化をすすめ、地方交付税を見直
し（実際は減額）

• 「三位一体の改革」が市民の意識を自治体改
革や業務「カイゼン」に誘導

• 市民は「削減・カット＝カイゼン」の雰囲気に
馴らされた
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２．政策評価の登場

•北海道（政策評価条例・2002年３月29
日）第２条(2)「実施機関が、その所掌事務の範囲内において、一定
の行政目的を実現するために企画立案し、又は実施する行政上の一
連の活動をいう。」

•秋田県（政策等の評価に関する条例・2002
年３月29日）第２条２項「この条例において「政策」とは、実施機

関が、その所掌事務の範囲内において、一定の行政目的を実現する
ために行う行政活動についての基本的な方針をいう。」

•岩手県（政策等の評価に関する条例・2003
年10月９日）第２条「この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。政策、特定の行政目的を
実現するための行政活動の基本的な方針をいう。」 7



１
道
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県
が
政
策
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と
し
て
検
討
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他方 三重県 「事務事業評価」

①公共関与の妥当性 ②県関与の妥当性

③対象の妥当性 ④意図の妥当性

⑤手段の妥当性

⑥出先機関の意見の検討、本庁と出先機関の役
割変更余地

⑦他部門・他事務事業との機能重複、関連性

⑧成果向上余地・成果向上のための問題点

⑨コスト(予算・所要時間)の節約余地、その問題点

⑩事務事業のポジショニング（予算を更に投入してもこれ
以上成果は出ない）。

9実は行革



総合計画 政策評価

• 1969年の地方自治法改正、市町村に策定義務づけ

• 地方自治法第2条第4項 「市町村は、その事務を処理するに当たって

は、議会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運営
を図るための基本構想を定め、これに即して行うようにしなければならな

い。」 2011年この条項削除。

• 10年間の地域づくりの方針を示す「基本構想」を受けて、5年程
度の行政計画を示す「基本計画」、3年間程度の具体的施策を

示す「実施計画」の3つを合わせて総合計画という。

• 分野別に目標数値を設定。地震で想定される死者数5900人を
半減以下に。年間有効求人倍率は、1・2倍以上(昨年12月0・53
倍)、合計特殊出生率2・00(09年1・43)、刑法犯認知件数を3万
件以下(09年4万1069件)
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https://kotobank.jp/word/%E6%9D%B1%E6%B5%B7%E5%9C%B0%E9%9C%87-1567700
https://kotobank.jp/word/%E6%9C%89%E5%8A%B9%E6%B1%82%E4%BA%BA%E5%80%8D%E7%8E%87-887688
https://kotobank.jp/word/%E5%90%88%E8%A8%88%E7%89%B9%E6%AE%8A%E5%87%BA%E7%94%9F%E7%8E%87-1536854
https://kotobank.jp/word/%E8%AA%8D%E7%9F%A5%E4%BB%B6%E6%95%B0-886363


総合計画の例第２編「人間性豊かで平和な社会をめざして」

⇒第３章「男女共同参画社会の促進」
⇒第１節「男女共同参画社会の促進」と具体化

総合計画の基本施策を以下のⅰ～ⅶ施策にした X市
ⅰ政策・方針決定過程への女性の参画 ⅱ教育・学習の推進
ⅲ女性への暴力の根絶 ⅳ支援相談体制の整備・充実
ⅴ女性の就労等の環境整備 ⅵ行動計画と推進体制の整備
ⅶ拠点施設の整備
• 主要指標、男女共同参画支援センター利用者数（45000人

を52000人に）
• 各種審議会等における女性委員の登用率（26.4%実績を

30%目標に）を設定。
• したがって、総合計画の策定と進捗管理を担当する企画課が

この施策の評価を考える時には、実績測定方式を使って、そ
れもアウトプット指標の測定によって判断するしかない。
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国の府省の「大綱」と同じ扱い

• 総合計画の評価は必要だと思うが、なかなか
評価を次期総合計画に反映できない

• 理由 ①総合計画自体に問題 ②評価の方
法が分からない ③総合計画の「政策手段」
が明確ではない

• そうしているうちに義務づけがなくなったので
市町村は総合計画を作らない

• 作っても、将来やる評価を前提にしない
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３．行政評価としての普及

• 財政赤字 ⇒財政課の出番

• 総務部系統での普及

• 事務事業評価としてなじむ

• 行政評価→経営カイゼン、経営評価
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行政評価 導入時の状況

調査時点
2003年７
月末

2004年７
月末

2005年１
月１日

2006年10
月１日

2007年10
月１日

2008年10
月１日

2009年10
月１日

都道府県
市区町村

3,254 3,169 2,122 1,887 1,870 1,857 1,843

導入団体数 465 573 599 641 764 846 932

都道府県 46 46 46 45 46 47 46

政令市 13 13 14 15 17 17 18

市区町村 406 514 539 581 701 782 868

導入率 14.3% 18.1% 28.2% 34.0% 40.9% 45.6% 50.6%
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行政評価導入目的

(出典） 「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果」の概要
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行政評価の活用状況

都道府県 政令市 中核市 特例市 市区 町村

予算要求や査定 96％ 100％ 100％ 100％ 93％ 96％
定員管理要求や

査定 61％ 50％ 54％ 56％ 47％ 51％
次年度重点施策
・方針の策定 94％ 78％ 82％ 74％ 75％ 78％

事務事業の見直し 89％ 94％ 95％ 90％ 91％ 90％
総合計画の進行

管理 76％ 56％ 56％ 80％ 62％ 54％
トップの政策方針
の達成状況を図る

ツール
35％ 28％ 13％ 15％ 20％ 22％

（総務省ＨＰで2010年３月１６日発表）
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5000万円以
上
0%1000－5000

万円
3.2%

500－1000万
円
4.6%

わからない
3.2%

無回答
2.6%

100万円未
満

61.2%

100－500万
円

25.2%

評価予算の現状(200６） 職員の人件費は除く



「行政評価」の実際

• 内部管理事務も対象。行政評価は、政策の
内容の見直しではなく経費削減策が中心

• 経常経費も対象の結果、補助金、普及啓発、施
設の維持管理、税務・都市計画窓口などのサー
ビスの向上、研修、旅費、施設運営管理委託事
業、公債管理事務など雑多な活動・業務の経
費が対象

• 膨大な数、府県レベルでは少なくて1,000件前後、
多いと3,000件以上。人口20万人程度の市でも
700～800件を毎年評価対象にする。

• 評価自体に金をかけない
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行政評価の結果

• 制度疲労

• 経年劣化

• 簡素化の要請

• 「ガラパゴス化」
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そこで愛知県 行政評価

• 2002年から行政活動評価として事務事業で
試行

• 2004年に施策評価を導入（外部有識者委員
会設置） 300の施策を３年で回す 山谷

• 2008年に施策評価重点化

• 2012年から公会計制度導入準備

• 2014年度、管理事業を対象に公会計制度
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「管理事業」のイメージ

政策（部の目的項目） 施策（課の目的項目） 事務事業  管理事業 

簡素で効率的な行
政運営の実現 

効率的な文書処理体制
の推進 

総合文書管理 
システム推進費 

 

法務文書事務事業 

職員の公務遂行能
力の確保 

歴史的価値のある公文
書等の保存の拡大 

公文書館費 

県行政の円滑な運
営 

文書処理の適正の維持 
法務文書費 
（文書管理費） 

法規事務の適正の維持 

法務文書費 
（法規審査費） 

県公報発行費 

 

これまで これから

〈現行の施策体系〉

政策（部の目的項目）

施策（課の目的項目）

事務事業（目的達成の手段）

〈見直し後の施策体系〉

政策（部の目的項目）

↓
施策（課の目的項目）

管理事業（目的達成の手段）

↓
事務事業（手段の内訳）

愛知県行政評価委員会資料
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○ 会計基準比較 （参考資料）

個別的事項 愛知県財務諸表作成基準（案） 大阪府財務諸表作成基準 東京都会計基準 国際公会計基準（ＩＰＳＡＳ） 総務省基準モデル

・貸借対照表
・行政コスト計算書
・純資産変動計算書
・キャッシュ・フロー計算書
・附属明細表
・注記

・貸借対照表
・行政コスト計算書
・純資産変動計算書
・キャッシュ・フロー計算書
・附属明細表
・注記

・貸借対照表
・行政コスト計算書
・正味財産増減計算書
・キャッシュ・フロー計算書
・附属明細書
・注記

・財政状態計算書
・財務業績計算書
・純資産・持分変動計算書
・キャッシュ・フロー計算書
・注記 （予測実績比較表が作成され
る場合もある）

・貸借対照表
・行政コスト計算書
・純資産変動計算書
・資金収支計算書
・附属明細表
・注記

複式簿記
（日々記帳）

官庁会計の処理に連動し、日々の会
計処理の段階から自動的に複式簿
記・発生主義会計のデータを蓄積し、
財務諸表を作成

官庁会計の処理に連動し、日々の会
計処理の段階から自動的に複式簿
記・発生主義会計のデータを蓄積し、
財務諸表を作成

官庁会計の処理に連動し、日々の会
計処理の段階から自動的に複式簿
記・発生主義会計のデータを蓄積し、
財務諸表を作成

複式簿記のデータから作成 歳入歳出データから複式仕訳の会計処
理を発生の都度又は年度末に一括して
行い、財務諸表を作成

普通会計、県全体、連結
事業別、組織（部局）別、会計別

一般会計等、府全体、連結
事業別、組織（部局・課）別、会計別

都全体
会計別、局別、局別会計別、目別
管理事業別（任意作成）

個別、連結 普通会計、県全体、連結

原則として取得原価で評価

開始時簿価の算定においては、原則
として公正価値による評価を取得原
価とみなす

売却可能な資産については附属明
細表で時価情報を表示

取得原価で評価

売却可能な資産については附属明
細表で時価情報を表示

取得原価で評価 固定資産の種類毎に原価モデルと再
評価モデルの選択適用可能

原則として公正価値評価を採用
○インフラ資産
底地：取得価額（不明な場合は再調達価額）
建物等：再調達価額（減価償却後）

○事業用資産
土地：固定資産税評価額等を基礎とした評

価（３年ごとに再評価）
建物等：再調達価額（減価償却後）

道路、橋りょう、河川、砂防、下水道、
海岸保全、港湾、漁港、空港、信号
等、ため池等

県所有資産のほか、土地や建物の
取得から維持管理までを県が一体的
に行う国有資産を計上

道路、河川、下水道、港湾、漁港、農
道、ため池

府所有資産のほか、国有資産のうち
国道、河川を計上（土地は除く）

道路、橋梁、港湾、漁港、空港、鉄道
（上下水道は公営企業会計のため対
象外）

国有資産は計上しない

一般的に下記の特徴の一部又は全て
を有している資産
システム又はネットワークの一部、性質が特
殊で代替利用ができない、移動させることが
できない、処分に関して制約を受ける

国有資産は計上しない

清掃施設、農林水産施設、道路、港湾
施設、河川、公園、防災施設、上下水
道施設

国有資産は計上しない

税収の取扱い 行政コスト計算書に計上 行政コスト計算書に計上 行政コスト計算書に計上 財務業績計算書に計上 純資産変動計算書に計上

行政コスト計算書に計上 行政コスト計算書に計上 固定資産取得のための補助金は正
味財産に直入、他は行政コスト計算
書に計上

返還義務がある場合は負債計上し、
義務を満たした時に財務業績計算書
に計上
返還義務がない場合は受領時に財務
業績計算書に計上

純資産変動計算書に計上

行政コスト計算書に計上

定額法による

行政コスト計算書に計上

定額法による

行政コスト計算書に計上
ただし道路は取替法（更新会計）を採
用

定額法による

財務業績計算書に計上

定額法、定率法又は生産高比例法に
よる

事業用資産：行政コスト計算書に計上
インフラ資産：直接資本減耗として純資
産変動計算書に計上

定額法による

インフラ資産
の範囲

減価償却
の取扱い

有形固定資産
の評価基準

財務諸表
の作成単位

財務諸表
の体系

補助金収入
の取扱い
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４．評価の氾濫

• 地方独立行政法人制度

• 競争の導入による公共サービスの改革に関
する法律（2006年）。市場化テスト、官民競争
入札、民間競争入札。

• 指定管理者制度(2003)
• 学校評価(1998年９月）

• 介護保健とそれに関わる評価

• 「健康日本２１」

• 自治体の総合計画の改定

26概念を整理する必要 あり
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政策評価：国土強靱
化、地域福祉計画、
地球温暖化対策地域
計画

マネジメント評価：重点化プロ
グラム工程表、地域計画策
定支援、事業仕分け、独法

専門分野：重点化プログラム
評価、保健師、社会福祉士、
児童福祉司、研究開発

A

B C
D E

G

氾濫の結果 基
本
は
三
つ
の
柱

府
省

の
総
合
評
価
、
実
績
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価
、
事
業
評
価

の
3
方
式
と
は
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に
違
う



28朝日新聞 2016年12月17日

プロが作る目標と指標B⇒G 独法



独立行政法人京都市民病院の業務実績報告
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地方独立行政法人京都市民病院
第2期計画(2015～2018）数値目標
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指定管理者と行政評価
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静岡県の評価マップ



理論上の「行政評価」５つ

1. プロセス評価

2. 活動評価

3. パフォーマンス評価

4. 効率性評価

5. 有効性評価

33
このどれかを行政評価と呼ぶ ≠ 政策評価



プロセス評価⇒プロセス・チェック

• 対象は組織の活動ルールや作業手順で、これ
がスムーズに進んだかどうかが関心事

• 活動ルールや作業手順に従ってプロセスを
たどれば仕事がうまく行くとの仮説。

• プロセス＝「生産工程」、 生産工程が効果的に
機能しているかどうかをチェックしたい

• PDCA の C

• 本当は
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活動(effort)評価

• インプットの量、たとえば投入する人員・
資材、施設・建物など 金銭表示できるもの

• 教員１人あたりの受け持ち児童数、人口１万人あ
たりの警察官や医師の数などがその典型

• アウトプット量とを関連づけて行
うアウトプット測定と密接な関係

• 評価（測定）を予算編成に使いたい場合に
有効

• インプットを削りたい節約・経済性
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パフォーマンス評価

• プログラムのアウトプットに関心。イン
プットではない。

• アウトプットの測定で パフォーマンス（出来
高・実績・仕事ぶり・手際）情報を。

• 小学校クラス数・教員受け持ち児童数や病院
のベッド数はインプット指標。医師が診た患
者数、教師が教えた生徒数がアウトプット指
標であろう。

• 期待したほどアウトプットが出ない時、「パ
フォーマンスが低い」という言い方にな
る。
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効率性評価

• 活動に使ったコストを測定して、生産され

たアウトプットの質や量がもっと低
コストで可能でなかったのか、同じコス
ト負担でより多くの結果(result、直
接生産物)を生産できたのではないかとの視
点

• 効果や成果を対象にする有効性の評価
が難しい時の「次善の策」として行う。
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有効性評価
政策の効果(effect) 成果(outcome) 影響（impact）
要注意４点

１．効果や成果が 外部環境や時代情勢、自然環境に左
右されることがあるため、行政のコントロールが
効かない

２．政策を企画立案した部門と、実施を任された地方自治体
や独立行政法人、民間企業との間に意思疎通が無い、
資金不足などの問題

３．「時間」の問題。どれほどの時間で効果、成果が出るの
か。１年なのか、５年なのか。とくに人を対象にするサービ
スは、非常に難しい

４．データ 治癒した患者数、きちんと出席して卒
業し進学した生徒数 成果指標
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GAO  Review, 1972,Fall,p.31

有効性アカウンタビリティを追及する体

制を整備した米国連邦議会 行政学

経済学

財務監査

会計

管理科学社会工学 組織理
論 サイバネティクス

PPBS
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1950s/60s 1970s 1980s 1990s 2000～
Policy sciences
システム工学

社会工学 PPBS
行動科学 管理科学

政治学・行政学

accountability / Plan Do See

Systems analysis Project analysis
cost-benefit analysis
micro-economics 政策工学

Evaluation research
実践課題としてのプログラム改善

ex.福祉医療教育

Program evaluation
プログラム要素, エビデンス

Program theory

Policy Analysis

Policy evaluation
system, process, program,

accountabilityGAO

Management 
Review UK 1970s

MbyO / TQC

Performance measurement
Output 測定

GPRA 1992  → outcome 測定

performance Management 
performance budgeting 業績予算

PDCA

事
業
評
価

総

合

評

価

実
績
評
価

Reinventing 
government 1992

政策アセスメント

目標管理型実績測定 政策チェックアップ

政策レビュー

program

Thatcherism
NPM

From analysis to evaluation

Monitor & Evaluation
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「評価」の対象と方法

① 政策評価
policy evaluation 
(policy review)

②総合評価
program evaluation    

(evaluation review),
impact evaluation, 
outcome evaluation,
theory evaluation, 
process evaluation

③目標管理型測定

Outcome
measurement

④ 実績測定
output  
measurement

⑤ 事業事前評価
project analysis

policy

program

project

⑥ 行政評価 administrative evaluation (review) ：
performance management, management ｂｙ objective, 
total quality management ⇒ PDCA 



事例で整理 各種の評価 （X県の県立病院を独立行政法人にしたと

きの評価）

評価の視点 問 い

県の医療

政策の評価

国全体が予防医学、生活習慣病の予防に政策転換しているのに、
県が行った高度医療に重点化する政策判断は適切か。地域の民
間病院との役割分担・連携（「紹介」）。過疎地医療。

事業の評価
新しい病院棟を建設し（建設事業）、リハビリテーション医療と女性専用外来設置
に取り組んだが、どの程度の事業実績があるか。

経営診断

現業事務委託の割合。不良債務（事業年度末日における短期資
金不足）の削減率。職務給・能率給にもとづく給与制度は確立
しているか。複数年契約・複合契約をしているか。

顧客満足

①診察までの待ち時間の削減。 ②ＮＰＯとボランティアの活用によるサービス向
上への取り組み率。 ③患者・家族への情報公開はどの程度進んでいるか。
④インフォームド・コンセントの徹底。 ⑤セカンド・オピニオンの実施率。
⑥プライバシー配慮はどの程度進んでいるか。

医療の質 クリニカルパスの適用率。医療過誤の発生率。

専門家の質
発表する学術論文の数。医療従事者全員の資格取得を含む研修
システム整備率。 臨床研修医・レジデントの受け入れ実績。

法令順守
医療法や関係法令の順守。 行動規範と倫理の確立。 個人情報保護と適切な情報
公開などコンプライアンス活動は適切に行われているか。

42



評価マップ（名古屋市男女
平等共同参画センター）

総務局 男女平等参画推
進室
男女平等参画推進条例
プランなごや21、進捗状況
報告書

男女平等参画審議会
市長からの諮問「条例の実効性を確保する
ための総合的施策の推進」2004年答申。「
男女平等参画先進都市を目指して」、「プ
ランなごや21に基づく取り組みの評価と新
プランに向けた基本的方向性について」「
新プラン策定に向けて」。

指定管理者選定委員会 (外部評価委員
会) 応募要項、申請書類審査、ヒアリン
グ、総合評価（第2期 平成22年実施）。

行財政改革 指定管理者評価

※指定管理者制度導入施設の管理運営状況の点検・評価
年度評価・期間を通じた評価を実施、公表。

行政評価（名古屋市の評価と外部評価委員会）平成14年より

事務事業評価：すべての事務事業を対象。客観性を高めるために外
部評価を導入。男女平等参画センターの施設評価は平成19年に実施
施策評価：名古屋市新世紀計画２０１０第2次実施計画の施策を対象
として、17年度に「市民満足度」「実施計画の数値目標達成の進捗
状況」および「都市比較」の視点から実績評価を実施

監査 種別：公の施設の指定管理者監査、対象：参画プラネット、期間：平
成20年11月28日から平成21年5月8日。

名古屋市男女平等参画推進セ
ンター 指定管理者 ＮＰＯ

法人・参画プラネット

事業報告書

基本協定・年度協定

ヒアリング・調査

指定管理者年度評価

自己評価

外部評価委員会
外部評価を実施
コメントを公表

出典：林泰子「ＮＰＯ評価と行政評価の相剋」、日本評価学会春季第１０回全国大会（2013年５月26日）、報告要旨収録、p.118 を一部修正して引用。

過剰なマネジメント
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５．新たな評価

• 地方創生、国土強靱化
• トップダウンはトップダウンでも、政府中枢(無
いアクティブラーニング府)からの。

• ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ

• プログラムごとの工程表

• 一覧票でまとめて公表すると、膨大な量
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官房・総務型（ジェネラリスト）、
原課型（スペシャリスト） に加わった



評価の文化が影響

目的 • 評価目的、予算

対象
• 評価対象 政策､プログラム､プロジェクトより 組織活動に

規準
• 成果目標、効率性、節約、実はコンプライアンス

期間
• 年度、中期目標期間

評価
者

• 自己評価、評価担当機関、外部コンサルタント、客観性

評価

手法
• 定量分析⇒指標、手法偏重、ロジックの確認

報告
書

• シート様式⇒公表、フィードバック方法、書くべき事柄が指定される
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おわりに

「ガラパゴス化」を超えて

１．評価の本質 透明性と voice

２．評価目的 確認しないと混乱

３．評価文化の理解

４．評価は民主主義のリテラシー

18才選挙権
46
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